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4. 所得連動返還型教育費負担制度の政策効果の分析 

 

本章では、まず、1 節において、所得連動返還型ローン制度の政策効果について既存研究

をレビューする。2 節においては、所得連動返還型ローン制度の導入目的の一つとして高等

教育進学者の増大、特に経済的理由のために高等教育進学が困難な学生の進学数増大が考

えられるため、そのような観点を考慮し、我が国における潜在的な高等教育進学者の規模

の推定を行う。 

 

4.1 政策効果についての既存研究 

 

4.1.1 理論的な概念検討 

既に説明したように、所得連動返還型奨学金（income contingent loan: ICL）の効果に

ついて Bruce Chapman 教授は、1）公平性（equity）（低所得でも進学可能）と 2）効率性

（efficiency）（国の税徴収機関等が返済徴収を担当する場合）の双方を高めることであると

説明している350。 

 

(1) 公平性（equity）の向上 

所得連動返還型ローンの場合、以下のように、消費の平準化が可能となること、債務不

履行に対する保険の提供という 2 つのメリットがあるため、公平性の向上という効果を得

ることができる。公平性の向上とは、低所得家庭の学生が学資面で進学を断念することが

少なくなるということである。大学卒業後に低所得と返済困難が予想されることから通常

のモーゲージローン（定額返済方式のローン）を借りることには躊躇する学生も、奨学金

を利用するハードルが下がるからである。 

 

a）消費の平準化（consumption smoothing） 

ICL は消費の平準化（consumption smoothing）をもたらす。すなわち、従来のモーゲ

ージローンでは一定の期間中に決まった金額を返済する必要があるため、収入に対する返

済金額の割合は、収入の増減に応じて上下することになる。これに対して、所得連動変動

型の場合には、収入が低い時には返済を免除され、収入が多い時には比例的に多くを返済

するため、収入に対する返済金額の割合は収入が閾値（返済義務が発生する所得）以下で

あればゼロ、閾値以上であれば一定（所得に対する返済割合が一定の ICL の場合）である。

そのため、給与から返済金額を引いた金額（消費するか貯蓄することとなる）が少なくな

り生活に困窮することは起こらず、消費可能な金額は安定（すなわち、平準化）すること

となる。 

 

                                                   
350 Chapman et al, p.13, Chapter 1, 2014 
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b）債務返済不能（default）を回避するための保険 

モーゲージ方式の学生ローンであれば失職したり給与が低い場合、定額の返済金額を返

済できなくなる時には債務返済不能（デフォルト（default））となり、そうなった場合には、

個人の信用が大きく低下し、将来住宅ローン等を利用することが困難になる等のデメリッ

トがある。ICL は将来の低収入のためにデフォルトとなることに対する保険を提供する。

ICL の場合には所得が閾値以下であれば返済を免除され、閾値を超えても低収入の場合に

は返済金額も少なくなるため、特に源泉徴収で返済回収をするのであれば、債務返済不能

となることは原則なくなる。 

 

(2) 返済回収業務の効率性（efficiency）の向上 

オーストラリアのように、奨学金の返済者を雇用する会社等による源泉徴収を通じて、

税金と同様に、返済金徴収がなされる場合は、返済金回収に関する業務の効率性をもたら

す。その場合には、税金徴収を担当する国の機関（国税庁等）が回収業務を担当すること

となるため、返済者の現在の住所や所得等を常に把握し、返済が必要な金額を知らせ、返

済金を回収する業務を、既存の組織の機能を利用して効率的に行うことが可能となる。 

 

これらの直接的な効果は、具体的には、以下の指標、数値等で計測することが可能であ

る。 

1）返済負荷（Repayment Burden: RB）の平準化 

期間 i における RB は、期間 i における返済金額を、期間 i における収入金額で除した数

値であり、それが大きければ返済負担が大きいことを示す。所得連動返還型ローンであれ

ば、RB は 10%程度で安定するが、モーゲージローンを借りて低所得の場合には所得の多く

を返済金に充てる必要があるため、RB は大きな値となってしまう（若い間は職や給与が安

定せず、そうなることが一般的に多い）。つまり、RB が高いことは生活が困窮することを

意味する。前述の「消費の平準化」は、RB の低レベルでの平準化、安定化として計測した

り、計算することが可能となる。 

2）債務不履行となる返済者数の減少あるいは解消 

上記のように ICL は債務不履行に対する保険となるため、債務不履行となる奨学金返済

者数の減少につながることになる。全ての奨学金が ICL に移行し、源泉徴収で返済回収す

るのであれば、債務不履行の解消となる。 

3）返済金回収のための業務量（コスト）の減少 

返済回収業務の効率性の向上については、回収業務に従事する職員数の減少や、それら

の職員の業務時間の減少などとして現れる。あるいは、回収できる金額や人数を増加する

ことも可能となることも効率性の向上（投入した労働に対する成果の増加）である。 
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返済負荷（Repayment Burden: RB）等についてのシミュレーション 

奨学金利用者の将来所得分布を想定することで、ICL プログラム（返済が必要となる所得閾値、所得に

対する返済金割合、返済免除となる年数等を設定）について、返済者の「返済負荷」（RB）や政府が回収

できる返済金額、何年で返還することができるのか等のシミュレーションが可能となる。将来所得分布に

ついては、卒業してから X 年度の所得が Y 円であるなどの想定（所得の平均値 Y 円とその分散）を、既存

の統計情報（所得分布（平均や中間値と、分散）が年齢別に分かる統計資料）を利用して想定することと

なる。ICL の効果については、豪州や英米の研究者ではそのような分析が数多く行われており351、ICL を

導入することで、RB が特に若いうちに非常に高くなる（20％以上、あるいはそれ以上）という定額返済

方式の学生ローンの問題点を解決することができるメリットがあると説明されている。 

更に、所得階層間の移動状況（ある時期には低所得でも別の時期には高所得になる場合もある）を配慮

した「所得動態」（income dynamics）も反映した分析、シミュレーションも実施されている（Dearden

氏等）。それまでは一番下の所得階層の人は生涯その階層に属するとの前提でシミュレーションしていた

が、実際には所得階層間の移動があるので、ローンを完済することができない人の割合は所得動態を考慮

するとかなり減少するとの結果が出る。 

 

上記のように、ICL は公平性と効率性の向上に役立つが、ICL 導入の政策目的としては

学生の高等教育への進学の決定や実態に対して良い影響を及ぼすことと設定することも考

えられる。その場合には、ICL の効果は、以下の 2 点として整理されるだろう352。 

1）高等教育進学者数の増加 

ICL は消費の平準化や、債務不履行に対する保険を提供するため、所得が低い家庭の出

身であり、また、卒業後に十分な所得を得ることができるかについて不安のある学生も、

従来の定額返済であり債務不履行リスクのあるモーゲージ型ローンに比較すれば、利用す

る心理的ハードルは低くなる。このため、低所得のために進学を断念した、高等教育進学

が可能な学力を持つ学生が高等教育に進学する決心を後押しする。 

また、低所得層でなくても若いうちは職が安定せず、収入の変動が大きい傾向があるな

ど、経済的に不安定であり、多額の教育ローンを背負うことで生活困窮になる可能性があ

ると心配する学生も多いと考えられる。このような学生に対する効果も期待できるだろう。 

いずれにせよ、結果として、高等教育進学者数が増加することが期待できる。 

 

                                                   
351 Nicholas Barr, Bruce Chapman, Lorraine Dearden and Susan Dynarski. Getting student financing 
right in the US: lessons from Australia and England. Working paper no.16. Centre for Global Higher 

Education. March 2017.等。 
352 ここでの政策効果の中心としては、これまでいずれの奨学金も利用しなかった人達が ICL の導入によ

りそれを利用し、進学することを選択するようになることに焦点を当てているが、既に JASSO の第 1 種

奨学金、第 2 種奨学金を借りることで高等教育進学をしている人達が ICL を利用するようになることで、

返済する際の負担や債務不履行のリスクが減るとのメリットも大きいだろう。ただし、このような効果は、

高等教育進学者数の増加としては現れることがないが、低所得者の可処分所得の増加につながるため、消

費の拡大等の経済的効果の他、婚姻数の増加等の社会的効果も期待できるだろう。 
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高等教育に進学するかどうかの決定 

経済学的には、高等教育に進学するかしないかの決定は、単純に考えると、高等教育進学のためのコス

トと、高等教育進学から得られるベネフィットを比較し、決定すると考えられる。コストとベネフィット

はそれぞれ以下の要素の合計である。 

コスト 

1) 大学の場合には 4 年間（英国であれば 3 年間）は少なくともフルタイムでは働くことができな

い機会費用（進学せずにフルタイムで働く選択肢を取った場合に得られる所得） 

2) 授業料等、高等教育機関に支払う費用 

3) 奨学金を利用した場合は、将来支払う利子等の現在価値の和 

ベネフィット 

1) 大学卒業資格を得ることによる将来の所得増加の現在価値の和 

2) 大学教育の消費価値（授業を受けることから得られる学習の楽しみなど） 

コストとベネフィットの大きさにはそれぞれ不確実性があり、進学を決定する時点については確実には

分からないものである。生来の能力の高い学生であればある程、ベネフィットの 1 項目目の大学卒業資格

を得ることによる将来の所得増加の現在価値の和は大きくなることが期待できる（能力が高い程、高等教

育からより多くを吸収することができる）。ただ、自分の能力や適性も実際に進学する前には分からない

ものである。貸与型奨学金についても現時点では将来の返済が滞りなくできるかどうかは分からない。そ

の他のコストやベネフィットの各項目についても予想よりも大きい場合もあれば小さい場合もあり、その

ような不確実性が大きければ大きい程、コストやベネフィットについて確実なことが分かる場合に比べれ

ば大学進学をしない決定がより魅力的になると考えられる（各項目についての進学決定時点での自己評価

の確実性を高める支援を提供できるのであればそれは大学進学者数を増加するための有効な方法となる）。 

予算制約があり手元には大きな現金がなく、進学のためにローン（授業料、生活費）を利用することが

必要な場合、所得連動返還型ローンが定額返済方式のモーゲージ型ローンに代わって提供されることは、

このような決定にどのような影響を与えるだろうか。 

1）まず、大学進学に当たって予算制約があり、何らかの学生ローンを利用する必要がある場合には、所

得連動返還型ローンの 2 つのメリットである、消費の平準化による生活困窮の回避と債務不履行の回避の

ための保険としての機能のために学生ローンを利用しやすくなる。結果として、大学進学する決定がより

魅力的になる（コストの 3 番目の項目の不確実性が低下する）。 

2）次は、特に、低所得の学生の場合である。一般に、低所得であればある程、予算制約が大きくなるた

め、そもそも高等教育進学が行動の選択肢になり得ない場合がある。また、予算制約条件を変えるために

ローンを借りる際には、低所得で大学進学のための貯蓄を十分にできず学生ローンで授業料・生活費を全

て支払うのであれば貸与金額がより大きくなると考えられ、また、低所得で十分な貯蓄がなければ失職等

した場合にはローンの返済をすることがただちに困難になるため、将来の返済リスク（債務不履行）は相

対的に大きいと考えられる。そのため、低所得であればある程、所得連動返還型学生ローンが利用できる

ことのメリットは大きく、高等教育進学を後押しされる可能性がある。ただし、低所得家庭の生徒の高校

までの段階での学力レベルが低い場合には、高等教育進学のべネフィットの 1 項目目も 2 項目目も低くな
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るため、大学進学の決定にはつながらない。つまり、所得連動返還型ローンを導入することで、学生ロー

ンを利用しやすくするだけでは大学進学者数の増加には単純には結びつかない可能性がある。 

なお、大部分の学生にとっては、所得連動返還型ローンが提供されることによって上のコストやベネフ

ィットに影響を受けることがなく、また、大学進学のための予算制約にも影響を受けないため、大学進学

の決定には何ら影響を与えることはない。ただ、これらの学生が所得連動返還型学生ローンを利用した場

合には、卒業後に、消費の平準化による生活困窮の回避と債務不履行の回避のための保険としての機能を

やはり享受することが可能であり、その部分で大きなメリットがある。 

他方、上記のような影響の大きさがどの程度になるかは事前に予測、推計することは困難と考えられる。

本章の後半で行う「潜在的進学者数」の推定はそのような影響を受ける学生の上限についての目安を提供

すると考えられるが、その中で、ICL の導入によって高等教育進学についての判断が変わる人がどの程度

まで出てくるのかについての推定は困難である。 

 

2）高等教育進学における所得格差の影響の低減 

一般には後述のように、低所得の家庭出身の学生よりも高所得の家庭出身の学生の方が

高等教育進学率は高くなる。その傾向は特に成績が低い学生や中程度の学生で強く表れ、

成績の良い学生ではあまり見られないか所得と進学率の間の相関関係は弱くなる。このよ

うに特に低所得の場合、家庭の所得が子供の高等教育進学に影響を与えているとすれば、

それは社会的に望ましいことではない、すなわち、公平性の観点から問題があることにな

る。 

上記のように、低所得の家庭出身の学生であっても大学進学することが ICL によって容

易となれば、家計所得別の大学進学率の格差は減少することとなる。 

既に各国の事例調査において説明したように、オーストラリアやイギリスの場合には、

大学授業料を有料にするとともに、ICL を導入しており、その際に学生側の授業料負担が

増加したにも関わらず、低所得層からの進学が低下することはなかった、進学率の増加の

程度はどの所得階層でもほぼ同様であったとの分析結果が示されている（Chapman 等）。 

 

4.1.2 豪州・英国・米国の所得連動返還型奨学金の事例研究 

 

以下において、それぞれの調査対象国につき、先行研究とそれらに基づく追加調査によ

り明らかになった点を整理する。 

主として、所得連動返還型奨学金の導入により実際に①大学進学率の向上があったか（あ

るいは学生コストの増加に伴って、進学率の減少がなかったか）、②家計所得の差によって

進学率の格差がある場合にはそれが縮小したかどうか（あるいは学生コストの増加に伴っ

て、格差の拡大がなかったか）の 2 点について、所得連動返還型奨学金の政策効果を見て

みる。 

また、ICL の実際の運用に際し懸念される、いわゆる逆選択及びモラル・ハザードの軽
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減策についての事例研究および利息の扱い等に関する立法動向についてもみていきたい。 

 

①進学率の向上があったか 

 

【豪州】 

・ 1989 年の ICL 制度の導入後の 2 年間で学生数は年率 10％で増加し、その後は 1998

年まで 1.2～4％のより緩やかな成長率で増加し続けた。国内学生数は 1989 年に約 42

万人であったが、2014 年には 100 万人まで 2 倍以上に、連邦政府支援枠の学生数は

1989 年の 40 万 2,400 人から、2014 年の 79 万 3,300 人まで増加している。 

・ 人口に対する割合で見ると、国内の高等教育学生数の 15～64 歳人口に占める割合は

1989年の3.7％から2014年の6.6％まで増加した。学士号以上の学位保持者の割合は、

15～64 歳人口に占める割合では 1989 年の 7.9％から 2014 年の 25.3％まで、25～34

歳人口に占める割合では 1989 年の 12.3％から 37.3％まで増加した。 

・ 議会監査委員会は、2012 年の ICL 利用に関する学部学生数の上限についての制約廃止

の結果、高等教育へのより幅広い層からのアクセスが可能となったとしている。 

 

【英国】 

・ 授業料を課し授業料ローンを ICL とすることで、大学はより多くの資金を活用できる

ようになり、無償の高等教育制度に存在する不十分な資源の課題の解決に貢献した。

英国では、1980 年代と 1990 年代の大学入学者数の急増期に、学生一人当たりの教育

費用が減少したが、1998 年以降の授業料導入により、教育費を十分に確保し、教育の

質を維持しつつ、高等教育へのアクセスの拡大と改善に成功した。 

・ 大学入学応募者数と大学在学者数は、ICL が 1998 年に導入されて以来、増加し続けて

いる。1998 年の改革後、在学者数の成長率は 1990 年代前半や中盤に比べて減速し、

また、2012 年の授業料の増加以来、入学応募者数と在学者数はわずかに減少している。 

・ 国内学部生の大学入学率については、いずれの年齢層でも大学進学率が上昇している

ことが分かる。特に、19～20 歳の年齢層では入学率は 1998 年と比較すると現在は 2

倍以上になっている。入学者数についての政府規制は、1998 年に初めて緩和され、2012

年と 2013 年に更に緩和され、2015 年に上限は廃止された。入学者数上限の廃止は、

学生の入学率の伸びの期間と一致している。 

 

②家計所得の差によって進学率の格差がある場合にはそれが縮小したかどうか 

 

【英国】 

・ 無償の授業料モデルでは、低所得の学生に追加の財政的支援を提供するための予算を

十分に確保することが困難であった。授業料を導入することで、所得の高い家庭の学
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生から資金を得ることを可能とし、公的支援や給付金を支給することを通じて、低所

得の支援が必要な学生を直接的に支援することが可能となる。そのような学生への支

援は大学進学時や大学在学中だけではなく、初等・中等学校への投資を増やすことに

よって、大学前の成績の格差を縮小するための投資を拡大することも含む。 

・ 保護者の世帯収入別（所得上位 20％、中位 60％、下位 20％）の入学率の推移につい

ては以下のことが言える。収入階層による違いが大きいが、低所得家族の学生の入学

率は1997年から2015年の間で最も速く増加しており、格差はやや小さくなっている。

Murphy らは、2009 年における上位 20％の収入の家庭の学生の入学率の上昇は、生活

費給付金と生活費ローンの受給資格の基準を広げたことを原因とするのではないかと

考えている。 

・ 全体的に、既存研究は ICL が低所得家庭出身の学生の大学進学率を向上させ、公平性

を改善することができたと指摘している。Blanden と Machin（2004、2013）は、1998

年の改革以前の 1980 年代と 1990 年代の高等教育規模の拡大期において、より大きな

利益を得たのは高所得層であったが、高所得層と低所得層の大学進学率の差は、1998

年の改革直後の 1999 年の 37％から 2005 年の 34％となり、格差がわずかに縮小して

いたことを示した 。これは、Murphy et al (2017)の結論、すなわち、低所得層の進学

率は授業料の導入後に最も増加し、その結果、高所得層と低所得層の大学進学率の差

は少なくとも安定化した、と一致している。 

・ さらに、1998 年の改革以前は、恵まれていない学生に生活費給付金の形で提供されて

いた入学時の支援は、1991 年の年間約 4,000 ポンド（最も低所得の学生のための金額）

から 1997 年には年間 1,000 ポンドまで減少した。Dearden et al (2014)と Dynarski

（2003）は、学生の大学進学に対する生活費給付金が大学進学率増加に与える肯定的

な因果関係について証拠を示している。すなわち、Dearden et al は、2004 年に所得

を判断基準とする給付金の支給を再開したことの、低所得層および高所得層の学生に

対する影響を推定し、1,000 ポンドの給付金について、低所得の 18-19 歳の入学率に対

して 4 パーセントポイントのプラスの効果があったことを示した。 

 

③その他 

【豪州】 

・ 利子を課していないので、借り手が ICL による債務を返済することができない場合で

も、利子が蓄積していくことや、「逆進性」（progressivity）の問題（低所得の者によ

り多くの負担割合を求めること）についての懸念はない。 

・ 「逆選択（adverse selection）」は豪州の HECS 奨学金では大きな問題とはなっていな

い。すなわち、返済できる可能性の低い学生がより多くローン制度を利用し、将来所

得が高いことが期待される学生はローン制度を利用しないようなことにはなっていな

い。豪州政府は高所得の学生からもローン貸付額の現在価値以上については返済を求
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めないからである。 

【英国】 

・ イングランドの高等教育制度（そして他の英国構成諸国）は、この 20 年の間に無償の

高等教育制度から授業料を課し ICL を提供する制度に移行した。現在の制度（授業料

と学生ローンの併用）の支持者は、無償の高等教育は、大学進学をしていない労働者

階層に、大学卒業後に彼らよりも稼ぐこととなる中所得以上の家庭出身の学生に対す

る補助金の支払を負担させることになると考える。この議論によれば、ICL は、無償

の制度よりも累進的であり、高所得者により多くの負担を求めるものとなっている。

高等教育から利益を得る人がそのコストを支払い、大学進学をせず、利益を得ること

のない人には多くの負担を求めていない。また、大学から授業料を課す権利を取り上

げると、高等教育部門が財政危機に陥るおそれがあると主張している。無償高等教育

では、学生が現在授業料を払うことで得ようとしている利得、すなわち雇用可能性の

増加のために、大学が努力するインセンティブを無くすこととなるとも指摘する 。 

・ また、既存研究は、無償の授業料や授業料の大幅な削減は、長期的には、財政赤字と、

高等教育への納税者の支出額の両方を増加させると示唆している 。現在の制度よりも

授業料を廃止することは政府にとってはるかにコストがかかり、授業料を無償にする

ことで年間 110 億ポンドの公的負債を追加することになるとみる専門家もいる 。 

・ ICL は、学生ローンを民間市場で十分に提供することの困難性等の「市場の失敗」を

是正することになる。民間市場の融資だけでは、低所得家庭の学生がローンを借りて、

大学に入学することが妨げられる。 

【米国】 

・ 連邦政府は高所得者の借り手から割引現在価値を超過する返済額を求めることはしな

いので、逆選択はあまり問題にならない(Friedman 2002 )。 

・ 連邦議会は所得連動返還型ローンシステム全体の中で、借り入れ可能な額に制限を設

けることを当局に勧告した(Hegji, Smole and Heisler 2016)。オバマ政権では、2015

年度に公的な学生ローンの融資限度額を 57,500 ドルに制限することを提案した。また

政府は連邦議会がどのタイプの学生ローンに返還免除制度を組み込むのかの点や、融

資決定に当たり親族からの援助を得ているかどうかも収入審査の際に考慮するように

再検討するように勧告した(Hegji, Smole and Heisler 2016)。これらの政府の提案のい

ずれも、過剰借入によるモラルハザードを抑止する可能性がある。 

・ 米国では、ICL の導入期には、借り手が卒業後に十分な収入を得ることができなかっ

た場合、元本はおろか金利の返済すら困難になるのではないかとの点が懸念された。

この点につき、Elizabeth Warren 上院議員は一貫して学生ローンにおける金利の引き

下げを主張してきた。2017 年 5 月の時点で、同議員は 2017 年現在の金利（多くの借

り手にとって相対的に低い金利となる）でのローンの借り換えを可能にする法案につ

いて再提出を試みている。同議員の主張は民主党議員の多くの賛同を集めているが、
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Dancy および Holt によれば、このような軽減策では借り手はせいぜい月額 6～10 ド

ルの恩恵を受けるにすぎないと指摘している。 

 

【まとめ】 

このように調査対象国の政策効果に関する事例研究の多くで、ICL の導入が、一定の範

囲で進学率の向上や経済的要因による進学差の縮小にとって有効であると結論付けられて

いる事実が確認できた（詳しくは各国の事例を説明している章の記述を参照して欲しい）。

ただし、ICL 導入と進学率向上等の間には相関関係は見られているが、厳密には両者の間

に因果関係があることを示している訳ではない（つまり、ICL 導入の他の要因をコントロ

ールしている訳ではなく、他の要因が進学率向上等に影響している可能性を排除できない）

353。 

 また、立法動向としても、ICL における借り手の経済的負担の軽減策（利子の軽減措置

等）について米国で議論がなされている状況が確認できた。ICL における利子の扱いを巡

る諸問題については次節以降でみていきたい。 

 

4.1.3 政策効果と利子の導入について 

 

ICL は、物価上昇を反映するための利子、さらに政府の資金調達コストや返済免除分を

政府が肩代わりするコストを反映するための利子を課さない場合には、その部分は政府の

コスト（納税者である国民全体にとってのコスト）となる。前者の利子は物価調整のため

の利子であり、消費者物価指数等が使われる。後者は物価調整を超えた部分であり、この

利子も課す場合には実質利子率（＝名目利子率－物価上昇率）がプラスになる（前者の利

子だけではあれば実質利子率はゼロである）。 

高等教育の場合、外部性（進学した本人以外にも波及する効果）があるものの、初等中

等教育と比較すれば、本人への利得が大きいと考えられている。このため、高等教育に進

学していない者も多数含む納税者に対して、高等教育進学者のためのコスト負担を転嫁す

ることが適切かという議論があり得る。 

また、ICL のローン利用者によっての効果や機能を前述のように、消費の平準化が可能

になることと、将来のデフォルトリスクに対する保険と考えれば、仮に利子を課したとし

ても、これらの効果には影響を与えない。利子を課したことで、所得が低く十分に返済で

きない間に債務が大きくなってしまうことがあったとしても、返済金額は所得に連動して

決まるから、消費の平準化は影響を受けることはないし、また、仮に債務が大きくなり返

済できなくなったとしてもそのことでデフォルトになることはないから保険の役割は変わ

らずに提供し続ける。 

                                                   
353 例外的に、因果関係を把握するための統計的手法を使っている研究は、既に紹介したように、Daniel 

Herbst. Liquidity and Insurance in Student Loan Contracts: Estimating the Effects of Income-Driven 
Repayment on Default and Consumption. January 31, 2018 がある。 
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実質利子を課す場合には以下の 2 類型があり、後者の方が利子が大きくなる。いずれの

場合にも、利子を課すと返済金額が大きくなり、返済が滞れば債務が大きくなるリスクが

借り手である学生にとっては増加することとなる。 

➢ ICLのための政府の資金調達コストだけを、借り手に転嫁するための利子を課す。

この場合、未返済に終わるローンの金額は納税者が負担することとなる。 

➢ 資金調達コストに加えて、未返済に終わり最終的に返済免除となるローン金額の

コスト負担を、ローンの借り手全体に転嫁するような利子を課す。未返済に終わ

るローン金額は借り手全体で負担することとなる。この場合、ICL の他に教育ロ

ーンの選択肢がある場合、未返済のリスクの低い学生（例えば、能力に自信のあ

る学生や、給与レベルの高い職に就ける可能性が高い専攻分野の学生等）は、よ

り利子の低い他のローンがあればそれを選択し、逆選択の問題（未返済に終わる

可能性の高い学生ばかりが ICL ローン利用者となってしまう）が大きくなる可能

性がある。 

英国の Nicholas Barr 教授は、実質利子をローン利用者に課さずに、資金調達コストや未

返済金コストを政府（納税者）が負担することには反対している。その理由は、第 1 に利

子補助は政府にとってのコストが非常に大きくなること（低所得のために未返済の利用者

が多いため。また現在は低金利であるが政府の資金調達コストが上がる場合もある）、第 2

に ICL を提供することで既に低所得者を含めローン利用者を資金面で支援しているため、

政府が利子を負担することで更に支援する必要がないと考えられることである。利子を導

入することで低所得の借り手の債務残高が膨らむリスクについては、返済が利子増加に追

いつかない場合にはその期間について実質利子率を 0 にする等の対応策を同時に導入する

ことが考えられるとしている354。 

ICL に利子をどこまで課すかを判断する際には、以下の諸点については、ローン利用者

の大学卒業後の所得データを踏まえ、シミュレーションすることで、異なる利子レベルの

効果について理解を深めることが可能である。 

1）利子を課すことで債務が大きくなり完済することが困難になるローン利用者はどのく

らいの割合になるか。返済期間はどれだけ長くなるか。 

2）卒業後の所得区分別のローン返済金額の分布において、低所得のローン利用者と高所

得のローン利用者の返済金額はどの程度違ってくるか。仮に返済免除となる期限が設

定されていない場合、利子を課すことで返済が終わらず返済金額が大きくなる場合は

ないか。 

3）利子を課さない場合、あるいは十分な利子を課さない場合、政府コストはどのくらい

になるか。利子を課した場合、高等教育費用における学生と政府のそれぞれの負担割

合はどのような影響を受けるか。 

4）利子を課すことで、ICL を提供するための単位当たりの政府コストを減らすことで、

                                                   
354 Barr, 2014, Chapter 5. 
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ICL を提供することが可能となる対象人数はどれだけ増加することが可能となるか。 

また、利子を導入することで、先述の大学進学のコストとベネフィットの比較において、

学生にとっての大学進学のコストが増加し、その結果、大学進学者数が減少することが予

期される。その一方で、仮に、ICL 提供のための政府コストが減少することで ICL を提供

可能となる学生数が増加し、その結果として、利子導入による大学進学者数の減少を上回

る程度の進学者数の増加を、政府コストを増加させることなく達成することができるとす

れば、政府コスト当たりの政策効果は増大するという場合もあり得る。 

後述のように、ICL を導入することで大学進学のための資金支援を提供することで大学

進学が可能になるような「潜在的大学進学者数」に比較し、現在の ICL 提供者数（JASSO

第一種奨学金）が少ないということであれば、利子導入により ICL 提供を増加させること

にはメリットはあると考えられる。 

また、利子を導入するかどうかの判断には、政府コスト当たりの政策効果がどれだけ向

上するかに関連するが、現在の制度を改善するためにどれだけ役立つのかを検討する必要

がある。現在の制度は、ICL が提供されているのは第一種奨学金のみであること、定額返

還方式と所得連動返還方式が併用されていることなどが問題点として指摘されており、そ

れらの解決のためにどのような貢献をするかを検討する必要があるだろう。 

他方、利子を導入すると、逆進性（regressive）の問題が出て来る。すなわち、利子を課

すことで、卒業後に低所得の借り手（あるいは低所得家庭の学生であるため返還に行き詰

まる可能性が高い借り手）の方が返済金額が大きくなってしまう可能性がある。この逆進

性の問題については、利子ではなく貸与金額に一定率のサーチャージを課す方が逆進性の

問題は少なくなると Chapman 教授から指摘されている。豪州の場合には、以前は授業料

を先払いすると 10％等の割引となった（現在は割引はない355）、逆に言えば ICL を利用す

る場合にはサーチャージを課されることとなったが、この金額は ICL で後払いする場合に

対する利子に相当すると考えられる。ローン利用時に一度にサーチャージを課すことで、

複利方式で利子を課されることで債務が大きくなってしまうことを予防することが可能と

なる。 

 

 

  

                                                   
355 John Ross. “HECS architect Chapman calls for loan fee for all students.” The Australian. July 26, 

2017. 
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4.2 潜在的な高等教育進学者の規模の推定 

 

本節では、所得連動返還型奨学金の導入は、経済的な理由のために大学への進学を断念

する学生数を減少させることが目的の一つと考えられることから、「潜在的な高等教育進学

者数」の推定について検討する。前述のように、所得連動返還型ローン（ICL）の導入によ

って、高等教育進学者数の増加や、低所得家庭と高所得家庭の子供の間の大学進学率の格

差の縮小等の政策効果がどの程度見られるかは、様々な要因に依存するため、制度導入前

に効果の規模を推定することは困難と考えられるが、「潜在的な高等教育進学者数」はその

ような効果の規模の上限を示す上で参考になると考えられる。 

なお、どのような属性を持つ者を「潜在的進学希望者」とするかについては議論があり

うる。本調査の趣旨に照らして、以下ではこれを広く解釈し、「高等学校を卒業した後、高

等教育機関への進学希望がありながら、経済的困難等により、これを果たせなかった者」（以

下の第 1 の推定方法）あるいは「高等学校を卒業した後、高等教育機関へ進学する能力が

ありながら、経済的困難等により、これを果たせなかった者」（以下の第 2 の推定方法）と

することにする。 

 

4.2.1 高等教育進学希望があったが経済的理由で就職した人数に基づく推定 

 

第 1 の方法は、高校卒業後に就職した者のうちで、進路を決定する際に高等教育進学希

望を持ちながら、経済的困難を理由として進学しなかった者の人数を潜在的高等教育進学

者数とする推定である。希望の有無等については、高校卒業者の保護者を対象とするアン

ケート調査の結果に基づく。高等教育機関としては、4 年制大学、2 年制短期大学、専門学

校を含め、このいずれかへの進学希望を対象とする。 

更に、高等教育機関への進学志望としては、いつの時点の進学希望を用いるか、また、

本人の希望を用いるか、保護者の希望を用いるか、という選択肢が推定を行う上ではあり

得る。ここでは、高校卒業生の保護者の希望を高校卒業後の時点で質問した回答データを

用いている。 

現実には、高等教育に進学するためには、必要な知識や能力を身に付けている必要があ

り、そのことが入学試験等で確認される訳であるが、この推定方法ではその点については

問わず高等教育機関へ進学を希望していたか、それが経済的理由で断念されたかのみに基

づき潜在的進学者数を推定することになる356。 

                                                   
356 なお、章の冒頭で、潜在的進学者数は、所得連動返還型奨学金を導入することで大学進学に進路選択を

変更する人数の上限を示すものと説明した。しかし、高等教育への進学希望があったが、経済的困難を理

由として高校卒業後に就職を選択した者が、仮に所得連動返還型奨学金を利用できた場合に、大学等への

進学を選択するようになるかどうかは定かではない。というのは、経済的困難の意味に関係してくるが、

それが大学在学中の授業料負担、生活費負担が困難ということを意味するのであれば、それは定額返済方

式の学生ローンを借りることでも対応することが可能であり、所得連動返還型ローンになったことによっ

て、その学生の進路選択を左右する外部要因が大きく変わる訳ではないからである。返済方式が変わるこ
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このような方法を用いた、潜在的な高等教育機関への進学者数の推計として、小林教授

（2017年）は、高等教育への潜在的進学者数について推計結果を発表している357（図 4-1）。

この推計は以下の 4 つのアンケート調査の結果に基づいて行われている。 

・「CRUMP2006 年」：平成 17 年度～21 年度文部科学省科学研究費補助金（学術創成研

究費）「高校生の進路についての調査」（金子元久研究代表）（東京大学 大学経営・政

策センター（Center for Research on University Management and Policy: CRUMP）

の実施した調査） 

・「保護者調査 2012 年」「保護者調査 2013 年」：文部科学省科学研究費基盤（B）「教育

費負担と学生に対する経済的支援のあり方に関する実証研究」（小林雅之研究代表）。

「保護者調査 2012 年」は 2012 年 3 月に高卒者の保護者を対象に実施された。 

・「保護者調査 2016 年」：2016 年 3 月に高校を卒業した学生の保護者を対象にしたアン

ケート調査（東京大学の 2012 年・2013 年調査と同じ研究チームが実施） 

この推定値を導いた方法は、一例として、「保護者調査 2012 年」のアンケート回答データ

を用いた場合、高卒後の進路が「就職」であった回答者の割合が 15.9％であったところ（2012

年度学校基本調査では 16.8％）、「経済的に進学が難しかった」＆「できれば 4 年制大学に

進学してほしかった」について「とてもあてはまる」との回答が 3.0％、「あてはまる」と

の回答が 8.3％で計 11.3％であり、これらの結果から、以下の計算で、経済的理由で 4 年制

大学へ進学できなかった者を約 1.9 万人と推計したとのことである358。 

2012 年度高卒者数 105 万人×就職率（15.9%）×11.3％=1.9 万人。 

同様の方法によって、短大への潜在的進学人数は約 2.7 万人と推計されるので、合計すると、

高等教育機関への潜在的な進学者数は約 4.6 万人（4 年制大学約 1.9 万人、短大約 2.7 万人）

になる。 

図 4-1 に示すように、潜在的な高等教育機関への進学者数を CRUMP2006 の結果に基づ

き推定した場合には約 6.2 万人、保護者調査 2013 の結果に基づき推定した場合には約 5.2

万人（4 年制大学約 2.1 万人、短大・専門学校約 3.1 万人）、保護者調査 2016 の結果に基づ

き推定した場合（暫定値とのこと）には、約 3.9 万人（4 年制大学約 1.4 万人、短大約 1.0

万人、専門学校約 1.5 万人）となる。 

これらの推計結果にはかなりの幅があるが、おおよそ4万～6万人規模ということになる。

2016 年度の高校卒業後の大学等進学者数は約 58 万人359なので、それを 7～10%程度押し上

げることができる規模である。 

                                                                                                                                                     
とよりも、むしろ、利用可能な学生ローンの金額（給付金が支給されるのであればその学生の経済的困難

は更に少なくなるだろう）の方が影響を与える可能性はある。所得連動返還型ローンが提供されたとして

も利用できる金額が少額であれば経済的困難性は解消されるものではない。 
357 小林雅之「奨学金政策と大学の役割：私立大学の経営改革と高等教育政策」、スライド説明資料（平成

29 年 4 月 24 日、私学高等教育研究所）．11 頁。 
358大総センターものぐらふ No.13「教育費負担と学生に対する経済的支援のあり方に関する実証研究」

平成 27 年 3 月。第 10 章「教育機会の格差と費用負担」（小林雅之）200～201 頁。 
359 文部科学省．平成 28 年度学校基本調査．Ⅱ 調査結果の概要［学校調査，学校通信教育調査（高等学校）］

20 頁． 
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出典：小林雅之「奨学金政策と大学の役割：私立大学の経営改革と高等教育政策」、スライド説明資料（平

成 29 年 4 月 24 日、私学高等教育研究所）．11 頁。 

図 4-1：潜在的進学者数の推計 

 

以下は、特に、「保護者調査 2013 年」からの推計結果について細部を以下に示すが、ア

ンケート回答者数は約 1,000 人であったとしても、関連する質問への回答者は 131 人であ

り、サンプル数は十分ではないことには留意が必要と思われる。 

 

「保護者調査 2013 年」における関連質問と回答結果に基づく推計 

2013 年春に高校を卒業した者のうち就職者の保護者へのアンケート調査（東大 2013 調査【高卒就職者

についての保護者調査】）への回答結果に基づき、推定している。推定に関係する質問は以下のとおりで

ある。 

質問票(SA)問 7 項目 1．昨年（2013 年）の春高校を卒業したお子さんが高校のときの生活や進路選

択を振り返って、現在どのように感じていますか。それぞれについて、あてはまるものをお選びく

ださい。 

この質問について、「できれば 4 年制大学に進学して欲しかった」等と、「経済的に進学が難しかった」

の選択肢の回答について、いずれも、「とてもあてはまる」あるいは「あてはまる」と回答した者の割合

を計算する。以下の表はその結果を示している。 

表：「できれば 4 年制大学に進学して欲しかった」等＆「経済的困難でできなかった」割合の計算（2013
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年保護者調査） 

 

 

注：原データをもとに二重クロスをとり「とてもあてはまる」、「あてはまる」とした割合を集計した。 

 

2013 年の高校卒業生のうち、就職した者は 184,656 人（学校基本調査）であるから、それぞれの割合を

乗じると、進路（学校種）別潜在進学者数は以下のとおりとなる。潜在進学者数は合計で 52,147 人と推計

される。このうち、4 年制大学への進学を潜在的に希望していたものの人数は 21,143 人と推計される。 

表：潜在的な高等教育進学者数（2013 年の高校卒業生） 

 割合 人数 

大学 11.5% 21143 

短大 5.3% 9861 

専門学校 11.5% 21143 

合計 28.2% 52147 

 

 

 

また、2016 年 3 月に高校を卒業した学生の保護者を対象にしたアンケート調査（東京大

学の同じ研究チームが実施）の結果を用いて行った、潜在的な高等教育機関進学者数の推

定の計算を以下に示す360。 

                                                   
360 図 4-1 の数字とやや異なる結果（暫定値とされている）となっている。 

 
（１）　できれば4年制大学に進学してほしかった×経済的困難

とてもあてはま
る あてはまる あてはまらない

まったく あては
まらない Total

とてもあてはまる 6 0 4 6 16
あてはまる 5 4 12 4 25
あてはまらない 4 19 37 2 62
まったく あてはまらない 4 8 4 12 28
Total 19 31 57 24 131

11 4 15
8.40 3.05 11.45

（2）　できれば短期大学に進学してほしかった×経済的困難
とてもあてはま
る あてはまる あてはまらない

まったく あては
まらない Total

とてもあてはまる 2 1 0 1 4
あてはまる 2 2 4 3 11
あてはまらない 6 19 44 2 71
まったく あてはまらない 9 9 9 18 45
Total 19 31 57 24 131

4 3 7
3.05 2.29 5.34

(3) できれば専門学校に進学してほしかった×経済的困難
とてもあてはま
る あてはまる あてはまらない

まったく あては
まらない Total

とてもあてはまる 3 0 1 3 7
あてはまる 5 7 9 2 23
あてはまらない 3 18 40 4 65
まったく あてはまらない 8 6 7 15 36
Total 19 31 57 24 131

8 7 15
6.11 5.34 11.45
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「保護者調査 2016 年」における関連質問と回答結果に基づく推計 

以下は「保護者調査 2016 年」の結果に基づく、潜在的な高等教育機関への進学者数の推定である。「保

護者調査 2016 年」は、東京大学の研究チームが 2016 年春に高校を卒業した者の保護者に対して実施した

アンケート調査である。推定の計算方法や、アンケート調査における設問は上に示した「保護者調査 2013

年」と同じである。 

 

表：「できれば 4 年制大学に進学して欲しかった」等＆「経済的困難でできなかった」割合の計算（2016

年保護者調査） 

 

 

2016 年の高校卒業生のうち、就職した者は 189,868 人（学校基本調査）であるから、それぞれの割合を

乗じると、進路別潜在進学者数は以下のとおりとなる。潜在的進学者数は合計で 42,131 人と推計される。

このうち、4 年制大学への進学を潜在的に希望していたものの人数は 15,341 人と推計される。 

表：潜在的な高等教育進学者数（2016 年 3 月の高校卒業生） 

 割合 人数 

大学 8.1% 15,341 

短大 6.1% 11,487 

専門学校 8.1% 15,303 

合計 22.2% 42,131 

 

 

 

 

 （１）　できれば4年制大学に進学してほしかった×経済的困難

とてもあてはま
る あてはまる あてはまらない

まったく あては
まらない Total

とてもあてはまる 3 4 1 9 17
あてはまる 4 9 19 12 44
あてはまらない 13 21 72 12 118
まったく あてはまらない 9 18 6 36 69
Total 29 52 98 69 248

7 13 20
2.82 5.24 8.06

（2）　できれば短期大学に進学してほしかった×経済的困難
とてもあてはま
る あてはまる あてはまらない

まったく あては
まらない Total

とてもあてはまる 4 1 1 0 6
あてはまる 3 7 13 4 27
あてはまらない 8 22 75 12 117
まったく あてはまらない 14 22 9 53 98
Total 29 52 98 69 248

7 8 15
2.82 3.23 6.05

(3) できれば専門学校に進学してほしかった×経済的困難
とてもあてはま
る あてはまる あてはまらない

まったく あては
まらない Total

とてもあてはまる 4 1 2 2 9
あてはまる 6 9 16 5 36
あてはまらない 9 25 74 13 121
まったく あてはまらない 10 17 6 49 82
Total 29 52 98 69 248

10 10 20
4.03 4.03 8.06
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表 4-1 は、以上の結果をまとめたものである。就職者のうちの潜在的大学進学者数の推

定値は約 15,300 人から約 21,100 人、潜在的高等教育機関進学者数の推定値は約 24,700 人

から約 62,000 人の幅がある結果となっていることが分かる。表に示しているように、推定

に利用したデータのサンプル数は小さいため、推定の正確性は十分なものとは言えないが、

数万のオーダーで潜在的進学者がいる可能性があることを示していると理解できる。 

 

表 4-1：潜在的な高等教育機関への進学者数の推定結果のまとめ 

調査略称 N 数 大学 短期大学 専門学校 合 計 

CRUMP2006 年 不明  約 62,000 人  約 62,000 人 

2012 年保護者調査 不明 約 19,000 人 約 27,000 人 ― ― 

2013 年保護者調査 131 約 21,100 人 約 9,800 人 約 21,100 人 約 52,100 人 

2016 年保護者調査 248 約 15,300 人 約 11,500 人 約 15,300 人 約 42,100 人 

注）「N 数」は推定に用いた質問への回答人数であり、アンケート調査への回答数とは一致しない。 

 

 

4.2.2 家計所得と成績による高等教育進学率の差に基づく推定 

 

潜在的な高等教育進学者数の推定の 2 番目の方法は、大学進学希望の有無ではなく、学

生の成績を考慮したものである。 

図 4-2 は、中学 3 年時点での成績（上、中の上、中、中の下、下）別の大学進学率を、

家計所得を横軸にとって示している。2006 年時点の調査結果では、成績が上位の学生の場

合には家計所得による大学進学率の差は殆どない。また、成績が中位以下の場合には、家

計所得が高い程進学率が高くなるという相関関係が読み取れる。それに対して、2012 年時

点の調査結果では、成績が上位の学生であっても、家計所得が低い場合には、家計所得が

高い場合に比べて大学進学率が低くなっている。すなわち、2006 年時点では見られなかっ

た、家計所得と大学進学率の相関関係が成績上位の学生においても現れるようになった361。 

 

                                                   
361 平成 25 年度先導的大学改革推進委託事業「高等教育機関への進学時の家計負担に関する調査研究報告

書」平成 26 年 3 月 31 日．58 頁． 
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注 1：左の CRUMP2006 調査は学術創成科研（金子元久研究代表）、右の 2012 年高卒者保護者調査は

「教育費負担と学生に対する経済的支援のあり方に関する実証研究」（小林雅之研究代表）の成果に基

づくもの。 

注 2：文字が不鮮明であるが、左図では縦軸は割合（0～80％）、横軸は所得（400 万以下、400～600 万

円、600～800 万円、800～1000 万円、1000 万円以上）を示す。右図では縦軸は割合（0~80％）、横

軸は所得（400 万円以下、400～600 万円、625～800 万円、825～1025 万円、1050 万円以上）を示

す。 

出典：小林雅之「高等教育政策の課題 私立大学を中心に」プレゼン資料、36 頁。 

図 4-2：成績（中 3 時）別、所得階層別大学進学率の比較（2006 年と 2012 年） 

 

図 4-3 は、同様の関係を 2016 年保護者調査の結果を用いて示したものである。2016 年

春に高校を卒業した学生においても、2012 年調査においてみられたような家計所得と大学

進学率の相関関係を成績上位の学生についても見ることができる。表 4-2 は、この図の関

連データである。縦方向は家計所得、横方向は中 3 時点の成績であり、回答者数、回答者

のうち大学進学者数、大学進学率を各区分（所得×成績）において示している。 
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注：「上のほう」「中の上」などは中 3 時の成績についてである。 

出典：2016 年東大調査（保護者調査）のデータに基づき作成した。 

図 4-3：成績（中 3 時）別、所得階層別大学進学率（2016 年調査） 

 

表 4-2：成績（中 3 時）別、所得階層別大学進学率（2016 年調査） 

1）回答者の分布 

 下のほう 中の下 中くらい 中の上 上のほう 合 計 

400万円以下 37 41 107 86 67 338 (18.2%) 

650万円以下 51 76 141 151 118 537 (29.0%) 

850万円以下 49 54 140 109 100 452 (24.4%) 

1,050万円以下 27 35 79 65 74 280 (15.1%) 

1,050万円以上 20 25 68 67 66 246 (13.3%) 

合 計 184 

 (9.9%) 

231 

(12.5%) 

535 

(28.9%) 

478 

(25.8%) 

425 

(22.9%) 

1,853        

2）回答者のうち、大学進学者数の分布 

 下のほう 中の下 中くらい 中の上 上のほう 合 計 

400万円以下 8 10 50 46 35 149 (13.0%) 

650万円以下 19 37 75 100 73 304 (26.6%) 

850万円以下 23 29 84 81 74 291 (25.4%) 

1,050万円以下 13 21 58 52 69 213 (18.6%) 

1,050万円以上 12 20 54 49 53 188 (16.4%) 

合 計 75 

(6.6%) 

117 

(10.2%) 

321 

(28.0%) 

328 

(28.6%) 

304 

(26.6%) 

1,145        

3）大学進学率（各区分で、大学進学者数を回答者数で除した割合） 

 下のほう 中の下 中くらい 中の上 上のほう 合 計 

400万円未満 21.6% 24.4% 46.7% 53.5% 52.2% 44.1% 

650万円未満 37.3% 48.7% 53.2% 66.2% 61.9% 56.6% 

850万円未満 46.9% 53.7% 60.0% 74.3% 74.0% 64.4% 

1,050万円未満 48.1% 60.0% 73.4% 80.0% 93.2% 76.1% 

1,050万円以上 60.0% 80.0% 79.4% 73.1% 80.3% 76.4% 

合 計 40.8% 50.6% 60.0% 68.6% 71.5% 61.8% 

出典：いずれの表も、2016 年東大調査（保護者調査）のデータに基づき作成した。 
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ここでの推定はこの図と表のデータを用いて行う。a) 成績レベルに関わらず、ある所得

レベルの進学率を達成することを想定した場合と、b) 成績が上位あるいは中位以上の時は、

所得レベルに関わらずに、所得レベルを通じて最も高い大学進学率（通常は最も所得階層

が高い場合）を達成できると想定した場合の 2 通りの考え方で、潜在的大学進学者数を推

定する。 

a) 成績レベルに関わらず、ある所得レベルの進学率を達成することを想定した場合 

先に示した通り、家計所得と進学率の間には正の相関関係があり、近年では、その関係

が成績が上位の学生についても見られるようになってきている。これは成績上位であって

も所得が低い場合には経済的な理由により進学を断念していることを意味しており、個人

にとっても社会にとっても望ましいことではない。この部分については、経済的な制約が

なければ大学に進学したと考えられるから、潜在的な大学進学者として捉えることができ

るだろう。この考え方に基づき、ここでは以下の 4 つの想定を置いて、潜在的な大学進学

者数を推定した。 

a1）いずれの成績レベルでも、家計所得 1,050 万円以上の大学進学率を達成 

a2）いずれの成績レベルでも、少なくとも家計所得 850 万円以上 1,050 万円未満の大学

進学率を達成 

a3）いずれの成績レベルでも、少なくとも家計所得 650 万円以上 850 万円未満の大学進

学率を達成 

a4）いずれの成績レベルでも、少なくとも家計所得 450 万円以上 650 万円未満の大学進

学率を達成 

 

a1）の「いずれの成績レベルでも、家計所得 1,050 万円以上の大学進学率を達成」の場

合の推定結果を表 4-3 に示す。ここでは、全ての区分において、同じ成績レベルでも 1,050

万円以上の大学進学率を利用して、大学進学者数を推定している。実際のアンケート調査

では回答者 1,853 人中で大学進学者数は 1,145 人であったが、この想定の結果、大学進学

者数は 1,411 人に増加する。大学進学者数の増加率は 23.2%となる。割合を計算すると、大

学進学率は 61.8%から 76.9%に増加する。他方、平成 28 年 3 月における、高等学校卒業後

の大学（学部）進学者数は 525,195 人なので362、これにかけると、121,845 人の大学進学

者数の増加となる。 

 

                                                   
362 文部科学省「平成 28 年度学校基本調査（確定値）の公表について」平成 28 年 12 月 22 日.4 頁 表 3

「表 3 高等学校卒業後の状況」 
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表 4-3：成績（中 3 時）別、所得階層別の大学進学数：いずれの成績レベルでも、1,050

万円以上の家計所得の子弟の大学進学率を達成と想定した場合 

(1) 大学進学率の想定 

 下のほう 中の下 中くらい 中の上 上のほう 

400万円以下 60.0% 80.0% 79.4% 73.1% 80.3% 

650万円以下 60.0% 80.0% 79.4% 73.1% 80.3% 

850万円以下 60.0% 80.0% 79.4% 73.1% 80.3% 

1,050万円以下 60.0% 80.0% 79.4% 80.0% 93.2% 

1,050万円以上 60.0% 80.0% 79.4% 73.1% 80.3% 

注）グレー部分の割合を変更している。家計所得 1050 万円以上における大学進学率よりも大きな

進学率の場合にはその大きな進学率をそのまま使用した。 

 (2) 大学進学した回答者数（想定に基づく推定、全回答者数 1,853 人） 

 下のほう 中の下 中くらい 中の上 上のほう 合 計 

400万円以下 22.2 32.8 85.0 62.9 53.8 256.7 

650万円以下 30.6 60.8 112.0 110.4 94.8 408.6 

850万円以下 29.4 43.2 111.2 79.7 80.3 343.8 

1,050万円以下 16.2 28.0 62.7 47.5 59.4 213.9 

1,050万円以上 12.0 20.0 54.0 49.0 53.0 188.0 

合 計 110.4 184.8 424.9 349.6 341.3 1,410.9 

 

同様に上の想定の（a2）～（a4）の場合も推定値を出すと下表のとおりである。大学進

学数増加（表で最も右側の列）は、約 1 万 8 千人から約 12 万 2 千人までの幅がある。 

「いずれの成績レベルでも、少なくとも650万円以上850万円未満の大学進学率を達成」

363は実際の家計所得統計を考慮した場合に現実的な想定であるが、その想定では、約 5 万 2

千人の増加ということであった。この想定は、言い換えれば、650 万円未満の所得の家庭の

学生について支援を提供するということである。 

第 1 の推定方法では、就職者のうちの潜在的大学進学者数の推定値は約 15,300 人から約

21,100 人であった。この方法では、就職者のうちで大学進学に進路変更の可能性がある者

のみを対象にしているため、短大進学者、専門学校進学者、進学も就職もしなかった者の

うち、大学進学に進路変更する者は対象に含まれていない364。このことが上の第 2 の推定

方法による値よりも小さい理由の一つである。また、表 4-4 が示すように、（a4）の想定（い

ずれの成績レベルでも、少なくとも 450 万円以上 650 万円未満の大学進学率を達成）では

                                                   
363 平成 28 年国民生活基礎調査によれば、「児童のいる世帯」の平成 27 年の平均所得金額は 707.8 万円

である。（厚生労働省「平成 28 年国民生活基礎調査の概況」10 頁） 
364 前述のように、就職者のうち、できれば大学進学して欲しかったが経済的困難でできなかった者の割合

は 3 回のアンケート調査結果に基づく推定では 8.1%（2016 年）、11.3%（2012 年）、11.5%（2013 年）

と推定された。この平均を取ると約 10%となるが、仮に、平成 28 年 3 月高校卒業者における、短大進学

者 58,509 人、専門学校進学者 173,629 人、進学も就職もしなかった者 46,057 人のうち、就職者と同様に

約 10%は経済的困難を利用として大学進学しなかったとすれば、この人数は、合計 27,820 人となる。た

だし、就職者と、短大進学者等の間でこの割合（約 10%）が同じであるとは限らないため（短大進学者等

の場合に、割合が小さくなる理由（とりあえず進学したのであるから経済的困難は小さいだろう等）も、

逆に大きくなる理由（進学したのであるから就職者よりも学力・学習意欲はあり、大学進学希望割合も大

きいだろう）も考えられる）、これは非常に大きな仮定となる。従って、この数値は推定値というよりは

参考値である。 
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大学進学者数の増加の推定値は 18,376 人となり、上の（a3）の想定を使った場合の推定値

よりもずっと低くなる。（a3）の想定では、第 1 の推定方法で言っている「経済的困難」よ

りも家計所得が高いだろうことが、考えられるもう一つの理由である。 

 

表 4-4：所得レベルによる大学進学率の相違についての各種想定に基づく、大学進学率・

大学者進学者数の推定 

 回答者数 回答者中の

大学進学者

数 

回答者にお

ける大学進

学率 

想定におけ

る大学進学

者数伸び率 

想定におけ

る大学進学

者数増加数

（推定） 

0)アンケート調査結果 1,853 1,145  61.8% ― ― 

a1）いずれの成績レベルでも、

1,050万円以上の大学進学率を

達成 

1,853 1,425.0 76.9% 23.2% 121,845 

a2）いずれの成績レベルでも、

少なくとも850万円以上1,050

万円未満の大学進学率を達成 

1,853 1,397.0 75.4% 22.0% 115,574 

a3）いずれの成績レベルでも、

少なくとも650万円以上850万

円未満の大学進学率を達成 

1,853 1,258.0 67.9% 9.9% 51,813 

a4）いずれの成績レベルでも、

少なくとも450万円以上650万

円未満の大学進学率を達成 

1,853 1,185.1 64.0% 3.5% 18,376 

注）想定における大学進学者数増加数（推定）は、平成 28 年 3 月における、高等学校卒業後の大学（学

部）進学者数は 525,195 人であることから、それに対して、「想定における大学進学者数伸び率」を

かけ合わせた数字である。 

出典：2016 年東大調査（保護者調査）のデータに基づき、推定したもの。平成 28 年 3 月における、高

等学校卒業後の大学（学部）進学者数については、文部科学省「平成 28 年度学校基本調査（確定値）

の公表について」平成 28 年 12 月 22 日.4 頁 表 3「表 3 高等学校卒業後の状況」の数字。 

 

b）成績が上位あるいは中位以上の場合には、所得レベルに関わらずに、所得レベルを通

じて最も高い大学進学率（通常は最も所得階層が高い場合）を達成できると想定 

成績が上位あるいは中位以上であれば、とりわけ、家計所得のレベルによって大学進学

が困難になり断念するのは社会的に望ましくはないと考えられる。そのような成績が上位

などであり大学進学する能力が十分になるにも関わらず経済的理由により断念したものは

潜在的大学進学者とみなすことができる。 

ここでは、以下の 3 つの想定に基づき、潜在的大学進学者数の推定を行う。 

b1）「上のほう」の成績であれば、所得レベルに関わらず、所得レベルを通じて最も高い

進学率を達成 

b2）「中の上」以上の成績であれば、所得レベルに関わらず、所得レベルを通じて最も高

い進学率を達成 

b3）「中くらい」以上の成績であれば、所得レベルに関わらず、所得レベルを通じて最も

高い進学率を達成 
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a）での想定では成績が「下のほう」の場合であっても、所得が上位で成績が「下のほう」

の者の進学率と同じになる等としたが、b）の想定では成績が下位の場合には低所得であっ

ても補正は行わない点が異なる。従って、a）の想定よりは潜在的進学者数の推定値は小さ

くなる。 

（b1）の想定の場合は潜在的大学進学者数の推定結果は、表 4-5 のとおりである。中学

3 年生時点での成績が「上のほう」の場合、家計所得に関わらず、最も高い大学進学率（850

万円以上 1,050 万円未満における 93.2%）を達成できると想定している。この場合、アン

ケート回答者数が 1,853 人であるところ、大学進学者数は、回答者における 1,145 人から

1,237 人に増加する（8.1%の増加）。大学進学率は、回答者において 61.8%だったのが 66.8%

に増加する。先の例と同様に、平成 28 年 3 月時点の大学進学者数にかけあわせると、この

想定では、大学進学者数は日本全体では約 4 万 2 千人の増加となる。 

 

表 4-5：成績（中 3 時）別、所得階層別の大学進学数：「上のほう」の成績であれば、所得

レベルに関わらず、所得レベルを通じて最も高い進学率を達成と想定した場合 

(1) 大学進学率の想定 

 下のほう 中の下 中くらい 中の上 上のほう 

400万円未満 21.6% 24.4% 46.7% 53.5% 93.2% 

650万円未満 37.3% 48.7% 53.2% 66.2% 93.2% 

850万円未満 46.9% 53.7% 60.0% 74.3% 93.2% 

1,050万円未満 48.1% 60.0% 73.4% 80.0% 93.2% 

1,050万円以上 60.0% 80.0% 79.4% 73.1% 93.2% 

注）グレー部分の割合を変更している。 

(2) 大学進学した回答者数（想定に基づく推定、全回答者数 1,853 人） 

 下のほう 中の下 中くらい 中の上 上のほう 合 計 

400万円未満 8.0 10.0 50.0 46.0 62.5 176.5 

650万円未満 19.0 37.0 75.0 100.0 110.0 341.0 

850万円未満 23.0 29.0 84.0 81.0 93.2 310.2 

1,050万円未満 13.0 21.0 58.0 52.0 69.0 213.0 

1,050万円以上 12.0 20.0 54.0 49.0 61.5 196.5 

合 計 75.0 117.0 321.0 328.0 396.3 1,237.3 

 

表 4-6 は、別の想定（b2、b3）についても計算したものをまとめたものである。想定に

よる大学進学者数の増加、すなわち、潜在的大学進学者数は約 4 万 2 千人から約 11 万 4 千

人の幅がある。成績については、どのような想定を置くかによって、「潜在的な高等教育進

学者数」には大きな幅が出ることが分かる。推定方法 1 では、潜在的な大学進学者数は約

15,300 人から約 21,100 人であったが、a）の想定の場合と同様に、ここでの推定値はそれ

を大きく上回っている。その理由としては、第 1 に、前述のように、ここでは対象が就職

者だけではないことがある。第 2 に、前述の推定方法 1 では、進学する希望があったが、

経済的な理由で高等教育機関への進学が困難だった者の割合を用いたが、中学 3 年生時点

での成績が中程度以上であっても、家庭の経済水準のために 4 年制大学への進学を選択せ



 

188 

 

ず、結果として、進学は希望しないこととなった学生がいる可能性もある（下の囲み内の

説明を参照）。 

そうであれば、推定方法 1 よりも、推定方法 2 による推定人数（特に中程度以上の成績

の想定）はより大きな潜在的な大学進学者数をカバーした数値であるとも考えられるだろ

う。高等教育進学率は現在 5 割を超えていることから365中程度以上の成績であれば家庭所

得に関わらず進学するとの想定も妥当なものと考えられるが、この想定では、約 11 万 4 千

人であり、これまでの推定人数を大きく超える数字となる。 

 

表 4-6：所得レベルによる大学進学率の相違についての各種想定に基づく、大学進学率・

大学者進学者数の推定：成績が上位、中位以上の時の大学進学率を変えた場合 

 回答者数 回答者中の

大学進学者

数 

回答者にお

ける大学進

学率 

想定におけ

る大学進学

者数伸び率 

想定におけ

る大学進学

者数増加数

（推定） 

0)アンケート調査結果 1,853 1,145  61.8% ― ― 

b1）「上のほう」の成績であれ

ば、所得レベルに関わらず、所

得レベルを通じて最も高い進

学率を達成できると想定 

1,853 1,237.3 66.8% 8.1% 42,329 

b2）「中の上」以上の成績であ

れば、所得レベルに関わらず、

所得レベルを通じて最も高い

進学率を達成できると想定 

1,853 1,291.7 69.7% 12.8% 67,282 

b3）「中くらい」以上の成績で

あれば、所得レベルに関わら

ず、所得レベルを通じて最も高

い進学率を達成できると想定 

1,853 1,395.5 75.3% 21.9% 114,918 

注）想定における大学進学者数増加数（推定）は、平成 28 年 3 月における、高等学校卒業後の大学（学部）

進学者数は 525,195 人であることから、それに対して、「想定における大学進学者数伸び率」をかけ合わ

せた数字である。 

出典：2016 年東大調査（保護者調査）のデータに基づき、推定したもの。平成 28 年 3 月における、高等

学校卒業後の大学（学部）進学者数については、文部科学省「平成 28 年度学校基本調査（確定値）の公

表について」平成 28 年 12 月 22 日.4 頁 表 3「表 3 高等学校卒業後の状況」の数字。 

 

父親の所得別に見た「親の子供に対する希望進路」の変化（中 3 時点と卒業後時点） 

 父親の所得別に見た場合、大学進学を希望する割合（保護者回答）は中学 3 年時点では特に低所得層に

おいて、子が中学 3 年生の時点では 60.0％であるのに対し、子が高校卒業時点では 14.3％と 45％強の顕

著な減少が見られる（下図参照）。大学進学には高等学校卒業資格が必須であり、大学進学年齢から離れ

た早期の段階での進学希望を過大評価はできないが、潜在的進学希望者の推計を行う際、より早い中学校

等の段階では高校卒業時の推計に比べ、特に低所得層においてより多くの大学進学希望者が存在している

可能性に留意する必要があると思われる。その点で、本章における潜在的進学者数の推定では、高校卒業

                                                   
365 平成 29 年度学校基本調査によれば、平成 29 年 3 月に高等学校を卒業した者について、大学進学率（現

役）は 49.6%、大学進学率（過年度卒を含む）は 52.6%であった。（文部科学省「平成 29 年度学校基本調

査（確定値）の公表について」平成 29 年 12 月 22 日） 
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時点における保護者の希望の質問結果に基づいているため、過小評価となっている可能性がある。 

 

図：父親の所得別にみた大学進学希望の割合の変化 

注）データの所得区分が異なるため、以下のとおり定義した。中学 3 年時保護者調査：低所得 400 万円未

満、中所得 400 万円以上 800 万円未満、高所得 800 万円以上、高校卒業時保護者調査：低所得 300 万

円未満、中所得 300 万円以上 700 万円未満、高所得 700 万円以上。 

出典）平成 25 年度先導的大学改革推進委託事業「高等教育機関への進学時の家計負担に関する調査研究報

告書」（平成 26 年 3 月 31 日、東京大学）で実施されたアンケート調査データを用いて作成した。 

 

 

4.3 所得連動返還型教育費負担制度の政策効果の分析のまとめ 

 

本章では、まず、1 節において、所得連動返還型ローン制度の政策効果について既存研究

をレビューした。理論的には、所得連動返還型奨学金（income contingent loan: ICL）の

効果について、1）公平性（equity）（低所得でも進学可能）と 2）効率性（efficiency）（国

の税徴収機関等が返済徴収を担当する場合）の双方を高めることであると説明されている。

また、前者の公平性については、消費の平準化（consumption smoothing）、すなわち、所

得を上回る返済が求められないため消費が安定化すること、と（b）債務返済不能（default）

を回避するための保険機能の 2 つのメリットが含まれる。 

これらの ICL の優れた特色は、1）返済負荷（Repayment Burden: RB）の平準化、2）

債務不履行となる返済者数の減少あるいは解消、3）返済金回収のための業務量（コスト）

の減少等として計測可能である。また、高等教育政策においては、ICL を導入することで、

1）高等教育進学者数の増加、2）高等教育進学における所得格差の影響の低減といった政

策効果が期待できる。 

また、3 章で取り上げた事例調査対象 3 か国につき、所得連動返還型奨学金の導入により

実際に①大学進学率の向上があったか（あるいは学生コストの増加に伴って、進学率の減

少がなかったか）、②家計所得の差によって進学率の格差がある場合にはそれが縮小したか

どうか（あるいは学生コストの増加に伴って、格差の拡大がなかったか）の 2 点について、

どのような政策効果が見られたかを整理した。ICL の導入が、一定の範囲で進学率の向上
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や経済的要因による進学差の縮小にとって有効であると結論付けられている事実が確認で

きた。 

2 節においては、所得連動返還型ローン制度の導入目的の一つとして高等教育進学者の増

大、特に経済的理由のために高等教育進学が困難な学生の進学数増大が考えられるため、

そのような観点を考慮し、我が国における「潜在的な高等教育進学者」の規模の推定を行

った。どのような属性を持つ者を「潜在的進学希望者」とするかについては議論がありう

るが、本調査の趣旨に照らして、これを広く解釈した。「高等学校を卒業した後、高等教育

機関への進学希望がありながら、経済的困難等により、これを果たせなかった者」（第 1 の

推定方法）あるいは「高等学校を卒業した後、高等教育機関へ進学する能力がありながら、

経済的困難等により、これを果たせなかった者」（第 2 の推定方法）で推定した。 

それぞれの結果と、結果を解釈する上での留意点を次表にまとめた。どの家計所得区分

の学生の大学進学率を全ての学生に保証するか、また、どの成績レベルの学生には所得レ

ベルに関わらず大学進学を可能となるよう支援するかの 2 点についてどのような想定を置

くかによって、かなり幅のある潜在的進学者数の推定結果となっている。これらの想定の

どれを採用するかについては社会的合意が必要になる。どの想定を採用するかで資金的に

支援する潜在的進学者の人数は大きく変わる、すなわち、財政支出は大きく変わってくる

ということを示しており、現実的にはどれだけの財政支出が可能かという予算制約の中で

選択可能な、最も社会的に実現が望ましい想定を選択することとなるだろう。 
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表 4-7：潜在的進学者数の推計結果のまとめ 

推定方法と想定 推定結果 解釈上の留意点 

【第 1 の推定方法】 

・高校を卒業した後、高等

教育への進学希望があ

りながら、経済的困難等

により、これを果たせな

かった者（就職者の保護

者へのアンケート回答

結果による推定） 

・就職者のうち潜在的高等教育機関進学

者数：4 万～6 万人規模 

・就職者のうち潜在的大学進学者数：約

15,300～約 21,100 人 

・就職者へのアンケート調査から

の潜在的進学者を推定し、短

大・専門学校進学者は対象とさ

れている点で過小評価の可能

性。 

・アンケート調査の高等教育進学

を希望したかの回答結果で推

定しており、実際に進学できた

かどうか分からない点で、過大

評価の可能性。 

【第 2 の推定方法】 

・高等学校を卒業した後、

高等教育機関へ進学す

る能力がありながら、経

済的困難等により、これ

を果たせなかった者 

 

 

・第 2 の推定方法では第 1 の方法

と異なり、「潜在的進学者数」

を考える対象が就職者だけでは

ない。 

想定 a) 成績レベル（中 3

時点の成績）に関わら

ず、ある所得レベルの進

学率を達成することを

想定した場合 

大学進学数増加 

・450 万円以上～650 万円未満の大学進

学率の達成を想定：約 1 万 8 千人増加 

・650 万円以上 850 万円未満の大学進学

率を達成との想定：約 5 万 2 千人増加。 

・850 万以上 1,050 万円未満の大学進学

率の達成を想定：約 11 万 6 千人 

・1,050 万以上の大学進学率の達成を想

定：約 12 万 2 千人 

・第 1 の推定方法では経済的困難

で進学できなかった場合につ

いて潜在的進学者数を考えて

いるが、「850 万円以上」等の

所得区分はそれよりも高いだ

ろうため、過大評価の可能性が

ある。 

想定 b) 成績（中 3 時点）

が上位あるいは中位以

上の時は、所得レベルに

関わらずに、所得レベル

を通じて最も高い大学

進学率（通常は最も所得

階層が高い場合）を達成

できると想定した場合 

大学進学者数増加 

・「上のほう」の成績の場合進学と想定：

約 4 万 2 千人 

・「中の上」以上の成績の場合進学と想

定：は約 6 万 7 千人 

・「中くらい」以上の成績の場合進学と

想定：約 11 万 4 千人 

・大学進学率は 50%程度である

が、中 3 時点での成績が中くら

い以上について全て高所得家

庭の学生と同じ進学率で大学

進学するとの想定は、過大評価

の可能性がある。 

 



 

192 

 

 

 

  



 

193 

 

5. 調査のまとめと我が国にとっての示唆 

 

豪州、英国、米国の所得連動返還型奨学金制度についての事例調査のまとめと示唆につ

いては 3 章の各事例調査についてのセクションで既に説明した（3.1.4、3.2.4、3.3.4）。ま

た、4 章の所得連動返還型奨学金の政策効果のまとめについては 4.3 で既に説明した。本章

は、それらの説明で触れた点の多くは冗長となるため繰り返さず、異なる国の奨学金制度

の事例調査の比較と通じて言えることやこれまで詳しく触れていない点等に焦点を絞って

説明することとしたい。 

 

5.1 調査のまとめ 

 

学生が卒業後に奨学金を返済する際、各月等の返済時点における給与に連動して返済金

額を決めるという所得連動返還型奨学金（income contingent loan: ICL）のアイデアは 1950

年代から経済学者によって提示されていた。経済理論では、ICL は 1）「公平性」（equity）

と 2）「効率性」（efficiency）の双方を高めることが可能である。前者の公平性は、消費の

平準化（consumption smoothing）、すなわち、所得を上回る返済が求められないため消費

が安定化することと（b）債務返済不能（default）を回避するための保険機能の 2 つのメリ

ットが含まれる。後者の効率性は、国の税徴収機関等が返済金回収業務を担当し、雇用主

による源泉徴収で返済金回収が行われる場合には、追加的な行政コストが小さくなること

を意味する366。 

ICL は通常の制度設計では、ある閾値以上の所得の場合に、所得（あるいは所得と閾値

との差額）に対する一定割合の金額の返済を求める。経済理論では、所得閾値以下の所得

に抑えることで奨学金返済をしないで済ますといった「モラルハザード」や、将来所得が

低い借り手ばかりが奨学金を借りるようになってしまうという「逆選択」の問題が指摘さ

れた。しかし、制度設計において、所得が小さい時には返済率を低くすることや、所得と

所得閾値との差額に返済率をかけて得られる金額の返済を求めることで、所得が所得閾値

を超えた点で返済金額が大きく増えるという「崖」（cliff）問題を避けることで「モラルハ

ザード」は解決できる。また、低所得者（卒業後）の未返済金をカバーするような実質利

子を課す ICL と通常の定額返済方式の奨学金（モーゲージローン）が同時に提供される場

合には、将来所得が少ないことが予想される学生のみが ICL を選択するため実質利子をま

すます高くする必要が出てきてしまうという逆選択の問題は、そのようなことが起こらな

い制度設計、例えば、所得連動返還型ローンのみを提供することで避けることが可能であ

る。 

                                                   
366 通常のモーゲージ型学生ローン（定額返済方式）の場合でも、国税庁等が回収業務を担当することがで

きるから、ICL にとって本質的に重要なのは公平性についてのメリットであると言える。ただし、ICL は

所得に連動して返済金額を決める必要があり、その連動を過去の時点での所得ではなく、現在所得につい

て行うためには雇用主による源泉徴収で行う必要がある。 
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このような理論面でのメリットがある所得連動返還型奨学金制度はこれまでに 10数か国

で導入され、一部の国を除き、制度は定着して、成果を上げてきている。ただ、制度の運

用のためには所得把握が必要なため、制度を運営する政府の能力があることが前提であり、

制度導入した一部の発展途上国は実施が困難だった。 

所得連動返還型ローン制度の有効性は1989年に世界で初めて同制度を導入した豪州で示

されている。高等教育機関がより多くの学生を受け入れるための財源確保のため、1989 年

からそれまでの全額政府負担（つまり無償高等教育）から一部学生からの貢献を授業料と

して求めることとされた。豪州国税庁が返済金回収を担当することで効率的な運用が可能

となった。所得連動返還型ローンである HECS ローン（実質金利はゼロ）は授業料負担を

学生に求めつつ、家計所得の差による高等教育進学率の格差の拡大を防ぐことに効果を出

した。また、学生に授業料を求めることが可能となり、高等教育財政が充実し、それまで

以上の規模の学生を受け入れることができる高等教育制度を作ることができるようになっ

た。 

英国では、豪州と同様にそれまで無償であった大学教育において、1,000 ポンドまでの授

業料を課すこととなった 1998 年に、まず生活費の所得連動返還型ローン（生活費ローン）

が導入された。続いて授業料上限が 3,000 ポンドまで増加した 2006 年に授業料の所得連動

返還型ローン（授業料ローン）が導入され、その後も授業料上限が 9,000 ポンドまで増加

した 2012 年、総選挙後の 2017 年にローン返済の所得閾値や貸出可能金額、利子率等に変

更が加えられている。英国は豪州とは異なり実質利子率（所得区分によって異なり、物価

調整のための利子に最高で 3%が加算される）が課され、30 年間（イングランドの場合）

で返済免除となる点でも異なっている。これらの改革により、大学進学者数の増加に対応

できる高等教育の財政基盤を構築した。また、進学率の所得レベルによる格差は授業料を

大きく増加したにも関わらずやや縮小することとなった。 

米国では、2010 年に連邦学生ローン制度の改革が行われ、それまでは金融機関による学

生ローンについて連邦政府による返済保証を提供する「ローン保証」（Loan guarantee）を

中心としていたが、連邦政府が自ら学生ローンを提供する「直接ローン」（Direct loan）の

みとなった。米国の場合、学生対象の「補助ありローン」と「補助なしローン」、学部生の

保護者と大学院生対象の「PLUS ローン」があるが、返済方式の選択は、いずれのローン

の種類を利用していたとしても、卒業後に自ら行うところが特色である。定められた期間

内の返済を求めるプランが標準であり 3 種類（標準返済プラン、段階的返済プラン、延長

返済プラン）あるが、それに加えて、所得連動返還型プラン 4 種類（Income-Driven 

Repayment plan: IDR plan）があり、複雑であるため、学生が制度を理解するのは容易で

はない。また、IDR プランの利用に当たっては一部所得についての条件もあり、さらに毎

年所得情報等を報告して承認を受けることが必要である。IDR プランの利用を増やすため

に制度変更をすべきとの指摘もあり、連邦議会で議論されている。学生ローンの返済金回
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収は連邦教育省が現在は 9 社の民間金融機関（ローン・サービサーと呼ばれる）に外部委

託しているところも米国制度の特色である。 

このように、所得連動返還型ローンは、大学教育財政の充実、学生の保護者の所得の違

いによる進学率格差の縮小、大学教育費負担を在学中の負担を負わせることなく政府（納

税者）から学生に移転することを可能とするなど一定の成果を上げてきている。ただし、

一部の国（米国等）では学生、卒業生の借金金額が多額になり、返済が社会問題化するな

ど課題があるとの指摘がある。また、制度として一定の期間後に返済免除とする国（英国、

米国）があり、その場合、政府負担が大きくなるという問題がある。これらの点は返済免

除となる学生が出てくるまでにはまだ時間があるため将来には不確実性はある。ただし、

返済が困難になる利用者に債務不履行（デフォルト）の保険を提供することがそもそもの

ICL の機能であり、制度設計の想定内とされている。また、豪州では職業教育機関への所

得連動返還型ローンを支給したが、卒業生の所得が低かったため返済割合が非常に低いと

の問題があった（現在では支給は制限されるようになっている）。そのため、支援する学生

の卒業後の所得を考えて支援対象を選ぶことが大切である。 

豪州、英国、米国について詳しい内容を文献調査、現地調査で調査し、各国の制度の特

色や示唆については、それぞれ前述のように、3.1.4、3.2.4、3.3.4 で説明した。これらの制

度を比較してみて、指摘できるのは以下の点である。 

第 1 に、全ての政策分野で言えることであるが、所得連動返還型奨学金制度の導入や設

計においては、経済学だけではなくて政治学が重要である（つまり経済合理性だけでは必

ずしも決まらず、政治的妥協や取引の結果であることが多い）。経済学者の論理は世間には

なかなか通用せず、政治的に実現がしばしば困難である。各国で制度変更が行われた場合

でも、その背景に経済学的に合理的な理由が常にある訳ではない。今回事例調査した国、

特に豪州や英国では、奨学金制度は授業料水準とセットで論じられ、高等教育財政に影響

する大きな論点である。また、奨学金の制度変更で影響を受ける学生や保護者の投票行動

に影響を与える論点でもあり、望ましい奨学金制度についての考え方は党派性が強くなる。

例えば、豪州では、所得連動返還型ローンの導入（豪州国税庁の返済金回収への関与を含

む）やそれまでの無償であった高等教育における授業料導入は、ボブ・ホーク労働党政権

（1983～1991 年）の強いリーダーシップで行われた。英国では、生活費給付金は 2016 年

に廃止されたが、Dearden 教授の研究では生活費給付金が低所得学生の支援に有効との結

果が出ていたにも関わらず廃止されている。また、RAB チャージが 45%となるなど返済金

補助金の政府負担が大きくなっているにも関わらず所得閾値を 2018 年から 21,000 ポンド

から 25,000 ポンドに増加したのは、2017 年 6 月の選挙で、授業料を廃止すると言ってい

た労働党が第 2 位の得票数を大きく伸ばし、テリーズ・メイ保守党政権は議会で過半数票

を失ったためであった367。また、米国では、2010 年までは前述のように金融機関が提供す

                                                   
367 Katherine Sellgren. “Student loan repayment threshold rises” BBC News. 6 April 2018. 

<https://www.bbc.com/news/education-43629399> 
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る学生ローンに政府がローン保証を提供することが中心であり、金融機関の政治的影響が

強かったが、それで現在の制度にも強く影響を及ぼしている（サービサーの数が多いこと、

所得連動返還型プランを意図的に複雑にし、学生に宣伝してこなかったため最近まで利用

者数が伸びなかったこと等） 

第 2 は、低所得層の学生の大学進学率の向上は所得連動返還型奨学金のみによる達成は

難しく、低所得層への給付型奨学金支給や高校段階までの学習支援といった様々な取組を

あわせて行うことが重要だということである。豪州や英国では、従前、学生からは授業料

を徴収していなかったところ、授業料を導入した後も、低所得層と高所得層の進学率の格

差が拡大することはなく、逆にやや減少することになったことは同時に導入した所得連動

返還型奨学金制度の成果と考えられる。ただし、格差が完全に解消しているわけではなく、

豪州では高等教育関連で HELP ローンの補助金コストと同程度の金額が低所得層の学生支

援の給付金（grants）として支出されている。また、英国でも生活費給付金が 2016 年まで

支給されていた。なお、同給付金は 2016 年に廃止されたが、2018 年 2 月から開始した

post-18 education review（18 歳以降の教育のレビュー）において授業料や学生の資金支援

が検討される予定である。米国においてもぺルグラント（Pell Grant）で低所得層の学生が

支援されている。また、米国では低所得層と高所得層の大学進学率差は依然として大きい

が、低所得層に所得連動返還型の返済プランについて情報提供が十分に行われていない、

結果として高所得で教育レベルが高い階層の学生の方が所得連動返還型の返済プランを選

択しているという指摘もあり、制度の簡素化へ向けた議論も行われている。 

第 3 は、利子について、特に実質利子についての考え方は専門家により様々であること

である。ICL は政府の資金調達コストや未返済金の返済免除を伴うため政府補助金が必要

であり、その分は高等教育に進学した学生や卒業生ではなく、納税者全体で負担している。

そのため、できるだけその納税者負担を減らすために、また、制度の維持可能性を高める

ために、実質利子を課すことが必要であるとの考え方がある。他方、豪州では HECS-HELP

ローンは物価調整のための利子しか課されていない。実質利子を課すことは返済期間が長

くなる低所得学生の負担を増加することになり、速やかに返却が可能な高所得の利用者に

比べてかえって負担が大きくなることになりかねず「逆進的」（regressive）であるとの考

え方である。これに対しては、制度設計によれば、ローン利用者の間では「逆進的」にな

る可能性はない訳ではないが、ローン利用者は高等教育進学をしている点で高等教育進学

をしていない納税者全体の中では恵まれており、納税者に政府補助金として払わせること

の方が逆進的な制度であるとの批判が、現地調査の専門家ヒアリングでは聞かれた。 

第 4 は、政府の補助金コストについてである。上述のように、所得連動返還型ローンは、

補助金コスト（利子補助金と返済免除の補助金）がかかっている。この金額がどれだけに

なるかは利子負担や一定期間後の返済免除を設けるか等の制度設計に依存するが、補助金

コストの貸与金額に対する割合は、豪州では約 2 割、英国では 45%（2017 年度 RAB チャ

ージ）、米国では 22~23％（2018 年度）等となっている。この金額が大きくなっているこ
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とについては問題視する指摘もあるが、前述のように、定額返済方式とは異なり債務不履

行の保険機能を持たせるなど、利用者から貸与金額の全てを回収することは ICL 制度では

そもそも想定されていない。むしろそのことが利点であって、困難な人は返済しなくてい

い設計である。その意味では、所得連動返還型学生ローンは、毎月等定額返済を求め返済

が滞った場合にはクレジットスコアにも影響が与えられ、基本的に全額回収が前提のモー

ゲージ方式（定額返済）学生ローンと、低所得学生に対して返済を求めずに支給する給付

型奨学金の間に位置する奨学金と捉えることも可能だろう。 

第 5 は、国税庁の関与についてである。所得連動返還型ローンを効率的に実施するため

には直近の正確な所得データを持っており、税徴収機能を有する国税徴収機関の関与が重

要である。しかし、現地調査での専門家インタビューでは、これまで専門家として助言を

求められたいずれの国においても、国税担当庁やその上位機関である財政担当省は学生ロ

ーンの回収業務を引き受けることには強い抵抗を示すとの指摘があった368。つまり、国税

徴収が責任業務であり、学生ローンの回収業務は担当ではないとの反応が多い。借り手の

雇用主による源泉徴収で返済金回収をし、所得情報を持つ国税庁が回収業務を分担するこ

とで、大きな業務の効率性向上につながるのは理屈ではあるが、その実現は国税徴収の法

律改正を必要とし、大臣レベルの政治的決断が必要である。豪州の豪州国税庁（ATO）や

英国の歳入関税庁（HMRC）はそれぞれの国の所得連動返還型学生ローンの返済金回収業

務を担当しているが、首相や財務大臣レベル（豪州ではボブ・ホーク政権でのポール・キ

ーティング財務大臣、英国ではトニー・ブレア政権でのゴードン・ブラウン財務大臣の

（Chancellor of the Exchequer）の政治的決断がそれぞれ必要であった369）。また、学生ロ

ーンの回収は担当ではないという行政官的論理をどうしても崩せないのであれば、学生ロ

ーンとしてではなく、卒業税（graduation tax）として回収する（奨学金利用者は卒業後一

定期間課税される）のは一つの考え方になるだろう。 

第 6 は、上記のように所得連動返還型ローンでは、ローン利用者の所得がどう推移して

いくかが不確実であるため、将来の奨学金の返済割合が不確実であり、その動向のモニタ

リングを背景要因の掘り下げとともにしっかり行う必要がある。返済割合が当初の想定よ

りも低い場合には、所得閾値の設定が高過ぎるのではないか、利子が低すぎるのではない

か、適切な対象者に貸与しているか等が論点となるだろう。返済割合が想定よりも高いの

であれば、より多くの利用者に貸与することが可能かもしれない。事例調査対象とした豪

州、英国、米国では、所得連動返還型ローン制度を所管する教育省等が将来の返済金額等

の予測モデルを構築し、利用者の実際の所得データを利用して、将来の返済金額等の予測

をしている。また、豪州の議会予算局（Parliamentary Budget Office）グラッタン研究所

（Grattan Institute）、英国の財政研究所（Institute for Fiscal Studies）や米国の政府説

                                                   
368 現地調査（豪州）、2018 年 2 月。 
369 Teaching and Higher Education Bill [H.L.] HL Deb 11 December 1997 vol 584 cc253-355. 

（英国議会議事録）<https://api.parliament.uk/historic-hansard/lords/1997/dec/11/teaching-and-higher-

education-bill-hl> 
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明責任院（Government Accountability Office: GAO）などの政府・民間の研究所等で、経

済学者、政策分析専門家が、学生ローンや高等教育財政の調査分析を実施し、その結果を

報告書として頻繁に公表している。必ずしも政府の予測モデルが当初の想定と矛盾がなく、

責任を問われることのない予定調和的な結果しか出さないという訳ではないが、学生ロー

ンの財政への長期的影響、学生ローンの経済的コストと効果の比較等の重要な問題につい

て、多様で幅広い観点から分析が行われることは、問題を早めに把握し、必要があれば軌

道修正するためには重要なことである。 

第 7 に、所得連動返還型学生ローンは、前述のように、豪州や英国では授業料を課すこ

ととセットで議論され、また制度設計もなされており、授業料を増額することで、高等教

育提供に必要な資金について、政府（納税者）負担割合を減らし、学生負担割合（卒業後）

を増やす意図が見られた。そのため、所得連動返還型奨学金の議論は、学生の高等教育進

学をいかに支援するかということだけではなく、高等教育財政全体をどうするかという大

きな枠組みの中で行われることが多い。すなわち、所得連動返還型ローンの導入・拡充、

授業料の導入・増額、政府の大学等への運営費交付金の資金配分について、それらが高等

教育財政の規模や、政府・学生の負担割合にどのように影響するのかという視点で議論す

るということである。 

 

5.2 我が国の制度にとっての示唆等 

 

既に ICL 先進国の専門家によって日本の学生ローン制度の現在の問題点について指摘さ

れている。すなわち、所得連動返還方式が第一種奨学金（無利子）においてのみ提供され

ていること（ユニバーサル（全ての学生が利用可能）ではない）、返済金回収が源泉徴収で

行われていないこと（国税庁が返済に関与していない）、前年度の所得に返済金額が連動す

る方式であるが本来は現在所得に連動することが望ましいこと、他国と比較すると日本で

は女性の所得が特に低いので返済割合が低くなる懸念があり返済金回収に工夫が必要であ

ること等の指摘である。ここでは、それらの指摘は繰り返さない。また、5.1 で指摘した諸

点は、事例調査を比較して得られた知見として説明したが、当然、我が国の制度の改善を

考える上での示唆でもある。 

平成 29 年度より日本学生支援機構（JASSO）の第一種奨学金（無利子）については「定

額返還方式」と「所得連動返還型方式」のどちらかを選択可能となった。なお、28 年度に

は、JASSO の奨学金貸与金額は 1 兆 465 億円であり、その内訳は第一種奨学金が 3,225 億

円、第二種奨学金（有利子）が 7,240 億円だった。貸与人数は 131 万人であり、その内訳

は第一種奨学金が 50 万人、第二種奨学金が 81 万人だった370。貸与金額では 30.8%、貸与

人数では 38.2%については既に所得連動返還型方式を選択できることとなる。つまり、導

                                                   
370 日本学生支援機構「奨学金事業への理解を深めていただくために［報道等を見て関心を持たれた皆様に

向けたデータ・ファクト集］」平成 29 年 11 月．18 頁. <https://www.jasso.go.jp/about/information/__ic

sFiles/afieldfile/2017/11/14/s_gorikai2017.pdf> 
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入は既に行っている訳であり、現在考えるべきことは①更に拡充すべきか、②拡充しない

のであればどう制度改善できるのか、③拡充するのであれば何をどのように拡充していく

べきか、の 3 点であると考えられる。 

 

① 導入は既にしている。さらに拡充すべきか。 

拡充すべき理由としては、第 1 に、繰り返しになるが、奨学金は定額返済方式よりも所

得連動返還方式の方が優れている。つまり、消費の平準化とデフォルトへの保険提供が可

能となるので、より利用し易い奨学金となる。所得連動返還型奨学金を拡充することで、

利用者の返済負担を減らすことが可能である。第 2 に、第一種と第二種のいずれも所得連

動返還型とすること等により利用を拡充することで、どの学生も利用可能であり、また豪

州や英国のように殆どの学生が実際に利用するというユニバーサルな仕組みとすることで

ある。より利用し易い奨学金を全ての学生が利用可能となるメリットがあるだけではなく、

「逆選択」の問題（将来所得が低い借り手ばかりが所得連動返還型奨学金を利用する）が

起こりにくくなる。第 3 に、拡充すれば、上記の 2 点に関連するがこれまで奨学金を利用

しなかった低所得層などの学生が利用し易くなる可能性がある。 

他方、所得連動返還方式にはメリットがあるものの、我が国の学生ローンについては以

下の 3 点が指摘できる。第 1 に、最近の JASSO の実績では定額返済方式を利用している平

成 28 年度の新規返還者の返還率は 97.3%（新規返還者数 409 万 5 千人）であり、殆どの返

済者は問題なく返済している。また、経済的理由等で返済に問題がある場合には減額返還

制度（月々の返済を 1/2 または 1/3 にする）や返還期限猶予制度（毎年申請し、通算 10 年

間までの返還を先延ばし）が用意されている。第 2 に、豪州や英国の場合には所得連動返

還型ローンの導入や拡充の際には、授業料を新たに課したり、授業料を大きく増額する（納

税者負担から学生負担への政策変更）必要性があったことが背景だった。また、米国の場

合には日本以上に所得階層や人種間の大学進学率格差の問題や、返済困難な連邦学生ロー

ン利用者等の問題がある中、学生ローン制度が非常に複雑で、所得連動返還型の利用が十

分に進んでいないという現状がある。第 3 に、第一種奨学金の支給対象は特に優れた学生

及び経済的困難により著しく就学困難な学生であることから、逆選択の問題は起こらない

とみられるとともに、奨学金の種類も 2 種類であり米国のように所得連動返還方式を利用

するために複雑な仕組みを理解することは必要ではない。これら 3 点を考えると、我が国

において、豪州、英国や米国の制度を見習って、所得連動返還型の学生ローンをただちに

拡充すべき現状には必ずしもないとも考えられる。 

ただし、以下の論点もある。JASSO によれば平成 28 年度には大学生の 37.8%、大学院

生の 32.0%（高等教育機関の学生の 37.7%）が JASSO 奨学金を利用しているということで

ある。つまり、大学生の 62.2%は JASSO の奨学金を利用しておらず、今回事例調査で調べ

た豪州、英国、米国の政府奨学金利用割合に比べればまだかなり低いということである。

豪州の HECS ローンの 2016 年の利用者は 86.5%（学部学生は 88.9%）、英国では 2014/15
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年度に学生の 92%が授業料ローン、89%が生活費ローンを利用しており、米国では約 6 割

の学生が連邦学生ローンを利用している。従って、奨学金の利用者が増加する可能性は十

分あり、そのためには、JASSO 奨学金制度について生徒や保護者に対して一層の周知を図

るとともに、学生にとって利用しやすい、つまり消費の平準化や債務不履行に対する保険

機能も有する所得連動返還型学生ローンを拡充することは有効な選択肢と考えられる。わ

ずかな未返済リスクを負うことも避けるために、政府奨学金を利用せずに、勉学時間を犠

牲にしてアルバイトをし、あるいは生活費や書籍代を切り詰めて学生生活を送ることは、

個人（学生と保護者）にとっても社会にとっても合理的な判断ではない。所得連動返還型

ローンにより、若年時のキャリア形成期における経済的不安定の中でも、債務不履行のリ

スクを負わずに、各人の所得に応じた返済が可能な奨学金の利用が幅広く可能となれば、

その利用は増加することが期待できるだろう。 

全体としては、現状でただちに大きな制度上の問題があるとも言い難いが、拡充すべき

理由は十分にある。ただし、所得連動返還型学生ローンは政府補助金を伴うものであるか

ら財政的制約の中で、他の教育政策上のニーズを考えた上で判断するべきである。 

 

② 拡充しないのであればどう制度改善ができるか。 

次に、現在の所得連動返還型学生ローンを拡充しないことを選択した場合、現在の制度

を改善する方法としては、第 1 に、それが第一種奨学金に所得連動返還型を限定するとい

うことであれば、まず、現在は定額返済方式と所得連動返還型のどちらかを利用者が選択

するということになっているが、それを所得連動返還型に統一することで利用者に分かり

やすいものとすることが考えられる（ただし、この場合にも上記のように逆選択を解消す

るという目的はないか、薄いとみられる）。ただし、これは所得連動返還型の利用を増やす

ことにつながるだろうから拡充であるとも言える。 

第 2 には、上記のように、現在の制度では連動する所得が昨年度所得である（7 月以降等

に発行される昨年度の所得証明書に基づき、10 月から始まる 1 年間の月毎の返還金額を変

更する方式）が、これを現在所得に連動するように改善することが考えられる。それを新

たな行政コストが今後継続的に発生することを極力抑えて実施するためには豪州や英国の

ように給与所得の源泉徴収（雇用主による）による返済金回収とする以外の方法はないだ

ろう。その場合には国税徴収を所管する機関の協力が必要になる。この場合には拡充はし

ないものの、大きな制度変更が必要となる。 

 

③ 拡充するのであればどう拡充していくべきか。 

所得連動返還型奨学金を拡充する場合には、第 1 には、現在は利用が第一種奨学金に限

定されているため、それを第二種奨学金（有利子）に拡大することが考えられる。豪州、

英国、米国の事例を見れば、所得連動返還型学生ローンは政府補助金コストを伴うもので

あり（現在は低金利であり政府負担も小さいが）、その負担を納税者が負うか、あるいは納
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税者負担を減らすのであれば、英国のように実質利子率を課して完済できない利用者の債

務についてはできるだけ利用者全体で負担する等の方法が考えられる。その場合、第二種

奨学金だけについて実質利子を課し、無利子である第一種奨学金と併置するのであれば、

逆選択の問題が出てくる可能性がある。ただし、繰り返しになるが、第一種奨学金の支給

対象は特に優れた学生及び経済的困難により著しく就学困難な学生であることから、将来

所得が低い借り手ばかりが第一種の所得連動返還型奨学金を借りる可能性は低いだろう。

他方、第二種奨学金については幅広い学生ができるよう第一種よりもゆるやかな基準で選

定された人に貸与しているが、将来所得見込みが低い学生が多く貸与を受けるようになる

可能性がある。そのような場合には、現在よりも貸与基準を厳しくする必要も出てくるだ

ろう。また、この拡充方式ではより優れた成績の学生の奨学金が無利子となるため、この

ような学生の卒業後の所得も高いのであれば、逆進的な制度（高所得者の方が低負担）と

なる。 

第 2 には、第一種奨学金と第二種奨学金を統合することが考えられる。その場合には、

現在の第一種奨学金の利用者（貸与金額で 30.8%、貸与人数で 38.2%）から対象者が奨学

金利用者全体へと大きくなるため、政府補助金が大きなものとならないようにするため、

実質利子を課すことが必要になるだろう。結果として、無利子奨学生の人数は減ることに

なるが、その財源によって、より幅広く多くの学生が所得連動返還型ローンの利用を可能

となり（豪州や英国のような利用割合になればユニバーサルな制度となる）、「一歩後退・

二歩前進」とでも言える制度改正となる。その際には、累進的な（progressive）制度（高

所得者はより多く負担）とするため、卒業後の所得によって利子率を変動的なものにする

ことも一つの方法である。また、豪州で起こったように、奨学金利用者の卒業後の所得が

全体として低く、想定していた返済割合が実現できないとの問題を避けるために、利用者

の範囲については、高等教育機関の種別や学生の成績等を考慮することも必要になる可能

性がある。低所得家庭の学生に対しては、所得連動返還型奨学金で支援するとともに、給

付型奨学金で支援する枠組みにすることが考えられる。そうすることで、奨学金制度全体

として、より「累進的」なものとなると考えられる（高所得者は実質利子も含め大きな金

額を負担し、低所得者は給付型奨学金を受給するか所得連動返還型奨学金で低い利子率（あ

るいは無利子）のみを負担）。 

 

以上 
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